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研究成果の概要（和文）：「自治体による健康ポイント事業の効果検証および事業評価方法の検討」を行い、北
海道岩見沢市で実施している健康ポイント事業の効果検証について、傾向スコアマッチング法を用いて、医療・
介護レセプトと健康情報を連携させた分析を行った。本研究では、健康ポイント事業の参加者と非参加者の介護
費の抑制効果を単純比較すると、事業参加者については抑制効果が有意にみられていたが、傾向スコアマッチン
グ法によって参加者と非参加者を調整し、比較することによって、介護費の抑制効果がみられなくなるという結
果が得られた。

研究成果の概要（英文）：We linked the health, medical care, and nursing care big data in Iwamizawa 
City, Hokkaido, Japan. This has made it possible to analyze various medical / health / nursing 
information data. "Verification of the effect of the health point project by the local government 
and examination of the project evaluation method" was conducted, and regarding the verification of 
the effect of the health point project carried out in the city, using the propensity score matching 
method, medical/ elderly care receipts and health information was analyzed in cooperation with each 
other. In this study, a simple comparison of the suppression effect of nursing care costs between 
participants and non-participants in the health point project showed a significant suppression 
effect for the project participants, but the method was used to show that the effect was 
significant. By adjusting and comparing the participants, it was found that the effect of 
suppressing the cost of nursing care was not seen. 
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
『データヘルス改革』によって、これまで行うことが出来なかった健康・医療・介護のビッグデータが連結され
ることにより、大規模な分野野を有機的に連結したICTインフラの構築が進められている。自治体では健康・医
療・介護ビッグデータを連結させた分析を行うことが可能となるが、その具体的な方法の提示や、地域での実現
可能性の調査についてはこれまでに行われていない。
本研究成果は、自治体の健康・医療・介護のビッグデータを活用して、自治体による健康づくり施策の評価に取
り組んだものであり、自治体の健康づくり施策支援に貢献できるものと考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
わが国で現在進められている『データヘルス改革』によって、これまで行うことが出来な 

かった健康・医療・介護のビッグデータが連結されることにより、大規模な健康・医療・介 
護の分野を有機的に連結した ICT インフラが、2020 年度から世界で初めて稼動される。これ 
によって、全国の自治体では健康・医療・介護ビッグデータを連結させた分析を行うことが 
必要となるが、その具体的な方法の提示や、地域での実現可能性の調査については、これまでに
行われていない。 
また、データを活用した健康づくりや生活習慣改善のためにインセンティブを付与する取り

組みが、様々な地域で展開されているが、その効果は十分に検証されていないのが現状である。
健康づくり事業のインセンティブ付与に関する先行研究として、岡本らは健康づくり事業の参
加者が、報酬（得られるインセンティブ）に抱く動機が、プログラム継続率に影響を与えるかと
いう検証を行っている。1) 健康ポイント事業の効果検証として、藤原らは、高齢者を対象とした
ウォーキングによる健康ポイント事業が、歩行時間の増加、運動機能の低下予防、うつの抑制効
果に影響を与えるか検証を行っている。2) 健康ポイント事業に関する検証は増えてきている一
方、自治体による健康ポイント事業は、本来の目的の 1 つである健康寿命の延伸に関連する、医
療費や介護費への影響に関する調査や研究報告は少なく、各自治体が健康ポイント事業の評価
を行うことも難しい。その理由の１つとして、プログラム参加者が参加しなかった場合との成果
比較が困難な点が挙げられる。 
 
２．研究の目的 
「健康・医療・介護ビッグデータの活用によって、自治体はどのような健康づくり施策を 

策定することが出来るか。」「自治体がヘルスケア・ビッグデータを活用する上での課題は 
何か。」これらの学術的な「問い」に対して、医療経済学・医療政策学・医療情報学の視点 
から取り組み、自治体による医療・介護・健康情報のビッグデータ分析支援および健康づく 
り施策実践の支援を本研究全体の目的としている。 
特に、自治体による健康ポイント事業の効果を、健康寿命の延伸に関連する医療費や介護給付

費と連携させて検証すること、および健康ポイント事業の評価方法を検討することを目的とし
て、レセプトデータ等の医療情報・健康情報データベースを用いた分析を行った。 
 
３．研究の方法 
（１）データ抽出と連携 
北海道岩見沢市の KDB システムから抽出した平成 28年度から令和元年度の医療・介護レセプ

トデータと、健康ポイント参加状況等が記録されているデータベース、健康情報データベースと
の連携を行った。同市で取り組んでいる健康ポイント事業は、18 歳以上の市民が対象で、がん
検診や人間ドックの受診をはじめ、岩見沢市が実施する健康づくり事業への参加のほか、団体登
録されている活動（パークゴルフやラジオ体操のような健康づくりに関する活動、サロンやカラ
オケのような介護予防に関する活動等）を行うことでポイントが貯まり、100 ポイント貯まると
1,000 円分の商品券と交換することが出来るというインセンティブが設定されている。 
健康ポイント参加状況が記録されているデータベースについて、市内で開催されている、健康

づくりに関連する各種参加イベント情報や、ポイントの交換回数等が記録されている。健康情報
データベースには、血圧・体組成・身長・下肢筋力・栄養調査・骨密度・各種イベント参加情報
等を連携した。 
 
（２）分析方法 
健康ポイント事業を評価するためには、事業参加者が不参加であった場合との差を検討する

必要がある。そこで本研究では、データ連携を行ったデータベースから事業参加者と非参加者の
レセプト情報等を用いて、応答変数を介護費抑制効果、処置変数を健康ポイント事業参加の有無、
共変量を性別、平成 28年度の年齢、平成 28年度から平成 30年度までの介護給付費、平成 28年
度の介護度（自立、要支援 1・2、要介護 1～5）、平成 28 年度から平成 30年度までの医療合計点
数（医科と歯科の合計）・他健康づくり事業（食と健康の達人プログラム）カード所有の有無（他
健康事業への参加状況の確認のため）とした、最近傍マッチングによる傾向スコアマッチングお
よび層別解析を行い、事業参加の有無による介護費抑制効果の比較を行った。統計解析には JMP 
Pro Ver.14.0.0 を使用した。 
介護費抑制効果について、平成 28 年度から平成 30 年度までの介護給付費の平均費用を算出

し、その値が令和元年度の介護給付費よりも高い場合は「介護費抑制効果あり」、低い場合は「介
護費抑制効果なし」と判定すると定義した。 
傾向スコアマッチングについて、医療・介護レセプトデータと健康情報データベースで得られ

る各種背景情報から、健康ポイント事業参加者の集団である介入群に似た集団を選び出す方法
で、ロジスティック回帰分析によって推定される傾向スコア値を用いて介入群と対象群（健康ポ
イント事業非参加者）のペアを作り、マッチングさせる方法である。この手法について、糖尿病



性腎症重症化予防指導プログラムの効果検証として、国保レセプトを用いた傾向スコアマッチ
ングによる対象群抽出が神戸市で行われている。3) 層別解析は、傾向スコアの大小によって 5つ
のサブクラスに分け、各クラスで 2つの群の平均を算出し、それらを併せた全体の効果を検証し
た。 
 
４．研究成果 
（１）活動成果の概要 
2020 年度の研究活動を通して、実現された北海道岩見沢市における健康・医療・介護ビッグ

データの連結を行った。これにより、様々な医療・健康・介護情報データ分析を行うことが可能
となった。2021 年度の活動では、健康情報の収集と、自治体健康ポイントのデータ、各種健康
情報と KDB システムから抽出した医療情報および介護情報とを連携した分析の実施、およびそ
れらの成果発表を行った。 
（２）分析結果 
表 1 に傾向スコアマッチング前後における分析結果を表す。健康ポイント事業参加者 109 人

と非参加者 2,565 人が分析対象として抽出され、事業参加者で介護費抑制効果が見られた人は
44 人（40.4%）、非参加者で介護費抑制効果が見られた人は 739 人（28.8%）となり、健康ポイン
ト事業参加の有無で有意に差が見られた（p=0.013）。次に、傾向スコアによるマッチングの結果、
119 のペアが設定され、対象群の「年齢」と「令和元年度介護費抑制効果」については、マッチ
ング前後で有意差に変化が見られた。 
マッチング後の分析結果について、非参加者で介護費抑制効果が見られた人は 37 人（31.0%）

となり、McNemar 検定を行ったところ、健康ポイント事業参加の有無で有意差は見られなかった。
また、傾向スコアを用いた層別解析を行った結果、全ての層において、健康ポイント事業参加の 
有無で有意差は見られなかった。 
 
（３）健康ポイント事業の効果検証に関 
する考察 
マッチング前で介護費抑制効果がみられた 
理由として、対象群の年齢と、平成 28～ 
30 年度の介護給付費が大きく影響していた 
と考えられる。傾向スコアマッチングを 
用いることで、介護給費抑制効果において 
有意な差は見られなくなったことから、 
効果があったとは言えないと考えられる。 
 
（４）評価方法の検討に関する考察 
本手法により、健康ポイント事業の参加者と、 
共変量とした変数に関して参加者に近い 
非参加者との比較を行うことが可能である 
ため、より適切な評価を行うことが出来ると 
考えられる。課題としては、共変量の適切な 
設定と、使用するデータベースの情報量が 
挙げられる。特にデータベースについては、 
例えば医療費や介護費について、過去何年分のデータを用いることが適切であるか等の検証も
行う必要がある。 
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介入群（N=109) 対象群（N=2565) p値 介入群（N=109) 対象群（N=109) p値
男性（人） 26 653 26 34
女性（人） 83 1,912 83 75
平均（歳） 81.6 83.7 81.6 82.5
標準偏差 5.0 6.9 5.0 7.4

あり 40 63 40 5

なし 69 2,502 69 104

平均 1.3 2.6 1.3 2.5

標準偏差 0.6 1.4 0.6 1.2

平均（点） 60,589 77,526 60,589 80,625

標準偏差 43,367 63,305 43,367 74,453

平均（点） 86,117 85,625 86,117 74,364

標準偏差 64,954 65,458 64,954 56,926

平均（点） 81,362 89,159 81,362 83,394

標準偏差 62,200 74,086 62,200 74,230

平均（円） 146,041 749,412 146,041 692,401

標準偏差 241,622 960,549 241,622 849,566

平均（円） 97,636 908,804 97,636 701,118

標準偏差 276,966 1,103,951 276,966 888,366

平均（円） 129,714 1,056,031 129,714 726,323

標準偏差 382,565 1,183,883 382,565 933,995

あり 44 739 44 37

なし 65 1,826 65 72

平成29年度
介護給付費

平成30年度
介護給付費

令和元年度
介護費抑制効果

平成28年度
介護度

平成28年度
医療合計点数

平成29年度
医療合計点数

平成30年度
医療合計点数

平成28年度
介護給付費

性別

年齢

食と健康の
達人カード有無

マッチング前 マッチング後

0.013 0.2367

0.706 0.225

<0.01 <0.01

<0.01 0.211

<0.01

<0.01

0.01

0.18

0.811

<0.01

<0.01

<0.01

<0.01

<0.01

0.939

0.279

<0.01

<0.01

表 1. マッチング前後での分析結果 
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